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研究成果の概要（和文）：日本の小売企業を対象とする質問票調査のデータに基づいて、小売企

業の仕入革新・マーチャンダイジング革新に関する実証分析を進める一方で、アパレル小売企

業やドラッグストア・チェーンの仕入革新についての事例研究を行い、その研究成果を論文で

公表した。また、これらの研究を通じて、企業間関係、部門間連携、継続的な改善の３つの条

件の相互作用を捉え、小売企業の仕入活動革新における企業間関係と部門間連携との関連性に

ついての研究を展開した。 

 

研究成果の概要（英文）：We conducted surveys of merchandise division heads at Japanese 

retail companies to verify the hypotheses regarding merchandising process innovation, 

and did case studies of process innovation in apparel retailers and drugstore chains. 

Based on these surveys, the research on the relationship between inter-organizational 

alliances and cross-functional cooperation regarding merchandising process innovation 

in retailing were published as research papers in refereed journals. 
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１．研究開始当初の背景 

本研究は、小売企業の商品仕入活動におけ
る組織的プロセス革新の展開を考察するも

のである。この仕入活動の組織的プロセス革
新とは、具体的には、小売企業と卸売企業・
製造企業とが情報を共有して行う共同マー
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チャンダイジング、物流や生産を同期化する
SCM の構築、小売企業の積極的な PB 開発など
の取組みをさす。これらの組織的プロセス革
新は、近年の小売企業の成長や競争優位を支
える有力な基盤となっており、また小売企業
が、その競争的地位を維持し高めていくため
に、不可欠の活動となっており、小売企業に
とっての戦略的な重要性は、著しく高まって
いる状態にある。それゆえに、小売企業行動
の研究や革新研究において重要な研究課題
を提起していると言える。 
 他方で、小売業や他の産業における SCM の
研究、生産や営業活動における組織的プロセ
ス革新の研究、小売企業における情報化戦略
の研究など、本研究を展開するうえで基盤と
なる研究が確立されている。そこで、本研究
では、先行研究が蓄積されている SCM やプロ
セス革新の研究成果をベースとして、小売企
業における仕入活動局面の問題にフォーカ
スし、さらに、小売企業の知識管理の問題や
小売企業が主導する商品開発や物流情報シ
ステム構築のための組織基盤の構築問題と
関連付けて発展させることをめざすことに
した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、小売企業の仕入活動局面におけ

る組織的な取組みが、どのような組織体制や
企業間関係のもとで展開され、小売企業や製
造企業・卸売企業の経営成果にどのような影
響を与えるのかという研究課題を以下の３
つの特徴を捉えて､考察するものである。 
 まず一つは、卸売企業や製造企業と連携し
て行う共同革新として展開されているとい
う特徴である。具体的には、小売企業と卸売
企業・製造企業とが共同で、小売店頭の品揃
えや陳列を改善したり、PB開発に取り組んだ
り、製造や物流の情報共有を通じて効率化を
達成する SCMの仕組みを構築したりすること
である。これらの活動は、それまでの商品価
格を中心とする短期的な取引条件を巡る市
場取引の交渉が、卸売企業や製造企業が行う
サービスなどの提案を通じた長期的な取組
みを巡る中間組織的な共同化の交渉に転換
することを意味する。そこで、市場取引型の
取引関係から企業間での共同革新が、どのよ
うな条件のもとで可能になるか、どのような
過程で達成されるのかが研究課題として提
起される。 
 二つ目には、小売企業の内部において店舗
部門や情報システム部門などが協力して取
り組む部門横断的な革新であるという特徴
である。従来型の仕入活動は、商品本部など
の仕入部門の担当者だけで行われてきたが、
仕入活動としての意思決定領域が、商品の選
定と価格交渉という問題だけでなく、企業間
での物流システム・情報システムの共同構築

や PB の共同開発といった問題に拡張された
ことに伴って、小売企業の諸部門を横断した
取組みが必要になったことを意味する。 
 そして、仕入活動局面におけるプロセス革
新を進めるためには、どのような組織構造や
知識管理への転換が必要になるのか、その転
換を可能とする条件は何かという研究課題
が導かれることになる。 
 そして三つ目に、課業の可視化に基づく継
続的なプロセス革新という特徴がある。これ
はとくに、小売企業と製造企業・卸売企業と
の共同マーチャンダイジングや SCMの構築に
おいて重要な要因であり、その品揃え改革や
物流改革において、現状の課業を可視化し、
現場担当者を巻き込み、改善を組織的に動機
付けることが重要となる。また、そのような
継続的で組織的な改善を展開できる組織能
力が、小売企業にとっての持続的な競争優位
の源泉となる。そこで、持続的な競争優位の
源泉となる仕入活動局面における組織能力
の問題を販売企業との間の共同革新の問題
にまで拡張させることをめざすものである。 
 本研究では、小売企業の仕入活動における
組織的プロセス革新が、以上の３つの特徴を
もつという理解に基づき、その特徴や規定条
件を考察することを目的とするものである。 
 
３．研究の方法 
 日本の小売企業の仕入活動局面における
組織的な取組みが、どのような組織体制や企
業間関係のもとで展開され、それが経営成果
にどのような影響を与えるのかという研究
課題を考察するために、日本の小売企業を調
査対象とする質問票調査を実施した。それは、
日本における小売企業の商品部門別の仕入
担当責任者を対象とする質問票調査であり、
『会社職員録』（ダイヤモンド社）に収録さ
れたすべての日本の大規模小売企業 793社の
商品部門責任者 995 名に、郵便により質問票
を送付し、226社246票の回答が回収された。
回収率は 24.7%であり、回答企業の 2009 年度
売上高の平均値は、979 億 5236 万円、中央値
は、265 億 2100 万円であった。また、回答者
の構成は、最寄品のみの商品部門が 79.5％を
占め、回答者が担当する小売業態別では、食
品スーパーの商品仕入担当が 158 票（全体の
64.5％）と最も多く、次いで総合スーパーが
33 票（13.5%）、非食品の専門量販店が 23 票
（12.2%）という構成であった。 
 この質問票調査によるデータベースを利
用して、先行研究から導かれた小売企業の仕
入活動局面におけるプロセス革新や組織構
造、仕入先との企業間関係、小売企業の利益
率や成長率などの成果要因などに関わる仮
説を検証する研究を実施した。 
 また、それと並行して、多様な小売業態の
仕入活動におけるプロセス革新やその問題



 

 

と密接に関連する情報システムなどの諸問
題に焦点を合わせて、イケア・ジャパンやイ
タリアのＣＲＡＩを初めとする国内外の小
売企業の事例分析が実施された。この事例分
析は、仕入担当部門の担当者やそこでの組織
的プロセス革新を推進した担当者に対する
聞き取り調査を中心として行われ、小売企業
の仕入局面における取引関係の革新と小売
企業組織の変革との関連性や情報システム
を利用した仕入プロセス革新の特徴につい
ての考察を行うものである。 
 
４．研究成果 
 本研究を通じて多くの研究成果が出され
たが、その中でも小売企業の仕入活動革新に
おける部門間連携との関連性に焦点を合わ
せた研究と仕入活動革新と企業間関係の戦
略に焦点を合わせた研究の２つを代表とし
て取りあげ、その研究成果を説明することに
したい。 

(1)仕入活動革新の組織的条件 

 小売企業のバイヤー（仕入担当者）がプロ
セス革新を実行するためには、組織における
意思決定環境が整備される必要がある。 
 その１つの組織的条件として、組織内にお
ける情報交換がある。それは、仕入活動にお
ける革新の必要性を認識したり、革新の成果
やリスクを予測したりするためには、販売市
場と購買市場という２つの異なる市場環境
についての情報が必要になることに基づく。 
 そして、もう１つの組織的条件は、MD（マ
ーチャンダイジング）活動の意思決定権限の
配置である。それは、MD 活動の権限が付与さ
れることで、MD 活動による成果へのコミット
メントが高くなるとともに、意思決定の自由
度が確保されることによる。 
 ただし、部門間の情報交換が活発に行われ
る状態において、商品部門が強い MD 権限を
持つことは、バイヤーの革新性を抑制するこ
とが予想される。というのは、店舗部門が販
売市場の環境情報を商品部門のバイヤーに
伝えるのであれば、店舗部門が MD 活動の意
思決定に関与できないために、部門間コンフ
リクトが高くなることが予想されるからで
ある。そして、そのようなコンフリクトが発
生すれば、店舗部門に対して商品部門への情
報提供を動機付け、MD 活動を統制するための
コストがかかることが予想され、そのコスト
によって、バイヤーの革新的行動は抑制され
ることが予想される。 
 以上の推論から導かれた仮説を日本の小
売企業の仕入担当責任者を対象とする質問
票調査データベースに基づいて検証したと
ころ、次のような結果が得られた。すなわち、
部門間の情報交換が高水準になるほど、また、
商品部門の MD 権限が強くなるほど、バイヤ
ーの革新性は高くなる一方で、情報交換が高

い水準においては、MD 権限による革新性への
正の効果は抑制されることが示唆された。 
 この分析結果から、バイヤーの革新的行動
を規定する組織的な条件として、部門間での
積極的な情報交換とバイヤーへの MD 権限の
２つがあると考えられ、その一方で、部門間
での情報交換が高水準で行われる状況では、
MD 権限の商品部門への集権的な配置による
効果が抑制されることが導かれた。 

(2)仕入活動革新と企業間関係の変革 

 小売業において情報技術革新を導入した
延期的流通システムが重要になる状況では、
小売企業の仕入活動において関係を安定化
させることが必要となる。それは、延期的流
通システムが、特定の小売企業に合わせてカ
スタマイズされたシステムであるとすれば、
関係が不安定な状況では、回収リスクが知覚
され、投資を控えるようになると考えられる
からである。ただし、他方で、延期的流通シ
ステムを重視する小売企業は、パワー関係の
強化に向けて仕入先への依存度を引き下げ
ることを選択することも考えられる。 
 したがって、延期的流通システムの構築が
重視される状況では、小売企業の仕入活動に
おいて、関係を安定化させるために仕入依存
度を引き上げるのか、あるいは、パワー関係
の強化のために仕入依存度を引き下げるの
かということが問題になる。 
 そこで、日本の小売企業を調査対象とする
質問票調査データに基づいて、この問題を検
討したところ、小売企業が迅速な在庫補充を
行い、高い在庫回転率を確保するという延期
的な流通を重視するほど、小売企業は依存度
引き下げに積極的になるという傾向が示さ
れた。また、製造企業が優位なパワー関係の
もとでは、小売企業は、自らに有利なパワー
関係に変えるために、依存度管理をより行う
ことも明らかにされた。 
 この分析結果から、延期的流通のための物
流情報システムが、必ずしも関係特殊的では
なく、製造企業や卸売企業からすれば、多様
な小売企業にも適用可能な汎用的なシステ
ムになっており、仕入先企業は、たとえ不安
定な関係の状況でも投資を行うことが求め
られていることが示された 
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